
１ 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債権　　　償却原価法（定額法）による。

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

減価償却の方法

定額法による。

主な耐用年数

建物　　 　　8～50年

水路 　　　 10～57年

機械装置 　　5～22年

諸装置　　 　5～22年

無形固定資産

減価償却の方法

定額法による。

３ 引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金及び法定福利費引当金

注記

・

・

・

(2)

Ⅰ． 重要な会計方針

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。

(1)

(1)

(2)

(1)

・

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担
に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。



特別修繕引当金

貸倒引当金

１ 報告セグメントの概要

 水力発電事業及びその他附帯事業並びに電源開発に関する調査事業

 汽力発電事業及びその他附帯事業並びに電源開発に関する調査事業

 風力発電事業及びその他附帯事業並びに電源開発に関する調査事業

 太陽光発電事業及びその他附帯事業並びに電源開発に関する調査事業

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

４ 消費税等の会計処理

(3)

(4)

事業用発電機に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕実施の年度から前年度末までの期間で均分した額を
計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。

Ⅱ． セグメント情報の開示

事　　業　　の　　内　　容セ グ メ ン ト 区 分

電気事業会計は、水力発電、汽力発電、風力発電及び太陽光発電を運営しており、各発電形式ごとに運営方針等を決定していることから、それ
らの4つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

汽 力 発 電

風 力 発 電

太 陽 光 発 電

水 力 発 電



２ 報告セグメントごとの営業収益等

水力発電 汽力発電 風力発電 太陽光発電 合計

6,014,743 498,051 4,182 165,418 6,682,394

4,856,424 342,428 12,231 98,220 5,309,303

1,158,319 155,622 △ 8,049 67,198 1,373,090

1,191,602 158,801 △ 7,464 67,198 1,410,137

66,073,846 2,032,552 9,342 951,042 69,066,782

8,236,161 165,577 16,075 － 8,417,813

1,330,407 74,562 3,757 51,755 1,460,481

24,000 － － － 24,000

13,747 － － － 13,747

525,438 － 2,600 － 528,038

セ グ メ ン ト 負 債

Ⅲ． その他

１ 退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

（単位：千円）

営 業 収 益

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増加額

特 別 損 失

特 別 利 益

当年度において、退職手当として145,188,456円を支給するため、退職給付引当金145,188,456円を使用した。

（注）　本局の収益、費用、資産及び負債は、水力発電に配分している。

当年度（自　平成27年 4月 1日　至　平成28年 3月31日）

営 業 費 用

営 業 損 益

経 常 損 益

セ グ メ ン ト 資 産


